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中期経営計画の進捗アップデート
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アバントグループ中期戦略の概観
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◼ 経営理念「１００年企業の創造」のもと、BE GLOBALという１０年ビジョンに向けた戦略
◼ 事業の成長、社員の成長、企業価値の向上の三軸をチャレンジの基礎としている
◼ 課題の自分事化環境の拡大、ソフトウェア転写プロセスの確立の先に、デファクトの創造を目指す

①GPP 40
（事業の成長）

ROE 20
（企業価値の向上）

③RSR 70

⑤ JPX2000 持続的に顧客への貢献を
コミットする環境を整える

ソフトウェア等のIPにより
社会貢献力をスケールする

知識や経験をソフトウェア
等のIPとして資産化する

「経営情報の大衆化」
企業価値の向上に資する情報環境を提供し、社会の健全な発展に貢献する

（社会貢献価値の向上）

同じ顧客より同じ業務を複数年にわたり経験出来る事業

To BE a Sustainable GLOBAL Software Company

④ SaaS Business Pipeline

②GPTW 70
（社員の成長）



中期経営計画「BE GLOBAL 2023」の状況
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売上高（億円）売上高（億円）

ストック売上比率（%）ストック売上比率（%）

営業利益（億円）営業利益（億円）

ROE（%）ROE（%）

156.9156.9

32.732.7

22.722.7

23.523.5

180～220180～220

7070

31～3831～38

20以上20以上

FY20
実績

FY20
実績

売上成長率+営業利益率
（ポイント）

売上成長率+営業利益率
（ポイント）

26.026.0 40以上40以上

162.3162.3

36.036.0

27.927.9

23.623.6

FY21
実績

FY21
実績

20.720.7

FY23
目標

FY23
目標

◼ 成長を生み出す構造転換が進まない過去三年の実績を振り返り、次期中期計画の準備を開始
◼ 改めてグループとして解決すべき課題の特定を完了
◼ １０年ビジョンの実現に向けた段取りを進めている

178.2178.2

UPUP

28.628.6

－－

FY22
予想

FY22
予想

－－

140.7140.7

31.431.4

19.619.6

24.624.6

FY19
実績

FY19
実績

30.230.2

配当（円）配当（円） 9.09.0 15以上15以上11.011.0 12.012.07.57.5



アバントグループのマテリアリティ
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ー アバントグループ：経営（戦略）のマテリアリティ ー

企業価値の向上に役立つソフトウエア会社になる

◆当マテリアリティ特定の背景◆

アバントグループは、創業来「経営情報の大衆化」をミッションに掲げ、企業の良質な経営と雇用の創造に努めてきた。特に連結
経営を支える連結会計システムの分野では、マーケットから高い評価を得、圧倒的存在感を示してきた。一方、企業を取り巻く
経営環境は近年大きく変化し、経営情報の在り方も、これまでのようにオペレーションや開示義務のためのみならず、企業価
値の向上にも役立てることが重要になっている。

背景には、ESG投資の拡大やサステナブルな企業経営を求める社会の要請があるが、こうしたニーズ変化に適応することなく
アバントグループの未来はなく、現状に甘んじていては社会や顧客の役に立つことはできない。次なる成長ステージに向かう上で、
「企業価値の向上に役立つソフトウエア会社になる」ことこそ、当社グループの最重要課題である。

◆戦略アプローチ◆

当マテリアリティ推進におけるターゲット顧客は、「企業価値の向上を求められているすべての企業」である。これらに対し、グルー
プの中核となるビジネスモデルを「企業価値の向上に役立つソフトウエアベースBPO」へと転換し、同時に多くのお客さまに提供
できるキラーソフトウエアの開発を推進する。

◆当マテリアリティの狙い◆

アバントグループは、当マテリアリティへの取り組みを通し、“Software as a BPO”という発想で世界に通用するソフトウエアビジ
ネスの確立を目指す。多くのお客さまの企業価値の向上に貢献するためには、サービスのソフトウエア化は必須である。「経営
情報の大衆化」をさらに推し進め、企業経営のみならず、資本市場や社会にもインパクトを与える存在になることこそ、当社のビ
ジョン「世界に通用するソフトウエア会社になる」の実現に向けた大きな一歩になる。



財務戦略
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四半期で変動はあったが上半期としては通期予想に対してインラインの着地
◼全体として事業環境は緩やかな改善基調が続いている。
◼グループ・ガバナンス事業において、第１四半期は既存顧客の課題整理を行った結果新規契約は低

水準となったが、第２四半期には正常化。
◼システム投資は顧客の景況感の影響を受けやすい側面があり、第１四半期から第２四半期にかけて

はその影響も認められる。
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四半期受注高・受注残・四半期売上高の推移

2022年6月期第2四半期までの売上トレンド

緊急事態宣言
（4/7～5/25）

緊急事態宣言
（1/8～3/21）

緊急事態宣言
（4/25～9/30）

（億円）



ストック売上の推移
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1H

SaaS・クラウド売上 その他ストック売上

+50％ +36％

（億円）

ストック売上は順調に拡大
◼ストック売上は前年同期比8％増。中でもSaaS・クラウド売上は同35％増と高い伸びが続く。

✓ グループ・ガバナンス事業ではDivaSystem LCAへのシフトが加速する兆し
✓ デジタルトランスフォーメーション推進事業ではeラーニング等が好調なスタート
✓ アウトソーシング事業で属人化リスク対応等ニーズ強く、新契約獲得ペースが加速

ストック売上は前年
同期比８％増

グループ・ガバナンス
事業のSaaS・クラウ
ド売上は同35％増

+12％

+16％

+14％

+58％



グループコスト構造について
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第２四半期で固定費増を一部相殺
◼製品開発やコンサルティング販売強化に向けた人員増強により固定的人件費等が増加、デジタルトラ

ンスフォーメーション推進事業など好調なセグメントにおける業績連動人件費、外注費も増加。
◼第２四半期の売上拡大により固定費増を一部相殺し、営業マージンは微減にとどまる

（単位　百万円）

増減額 増減率

売上高 7,637 8,751 8,728 +1,090 + 14.3%

　人件費 3,727 4,503 4,503 +776 + 20.8%

　　うち固定的人件費 2,874 3,364 3,364 +489 + 17.0%

　　うち業績連動人件費　 852 1,138 1,138 +286 + 33.6%

　外注費 1,129 1,241 1,241 +112 + 9.9%

　事務所費用 494 435 435 -58 △ 11.9%

　その他 991 1,089 1,193 +201 + 20.3%

総費用 6,341 7,269 7,372 +1,030 + 16.3%

営業利益 1,296 1,482 1,355 +59 + 4.6%

営業利益率 17.0% 16.9% 15.5% - △ 1.4 point
（注）費用内訳は発生ベースの金額で表示しており、売上原価計算における調整は「その他」に含めています。収益認識会計基準適用の影響は売上高と売上原価に影響し、販管費には影響していません。

2021年6月期

第2四半期

2022年6月期

第2四半期

前年同期比(収益認識基準適用前)2022年6月期

第2四半期

(収益認識基準適用前)
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～ ７期連続の増収・増益を据え置き ～
◼ お客様のニーズを汲み取り提案力を強化することで全セグメントで成長加速トレンドを

想定。
◼ 営業利益率は悪化を見込む。中計達成に向けストック売上の増加ペースを加速すべ

く、製品開発の強化、提案型人材の確保・育成に注力するため。営業利益は増加を
見込み、７期連続の増収・増益は据え置き。

当社は2022年６月期より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号）等を適用しているため、業績予想は当該基準適
用後の金額となっており、対前期増減比については記載しておりません。

© 2022 AVANT CORPORATION. ALL RIGHTS RESERVED.

2022年6月期 通期業績予想
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(%)

主な増減の要因

2021年 2022年
6月期 6月期

（単位：百万円） 第2四半期 第2四半期

2021年12月末

営業CF 250 284

自己資本比率の推移財務状況

キャッシュフロー

資産

137億円

負債

43億円

純資産

93億円

投資CF △102 △254

30

財務CF △351 △422

フリーCF 148

47.7 
43.7 

39.3 

44.4 
48.2 49.4 

52.9 54.4 56.6 
61.1 63.0 

68.2 

30
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80

FY11末 FY12末 FY13末 FY14末 FY15末 FY16末 FY17末 FY18末 FY19末 FY20末 FY21末 FY22 

12月末

・ 税金等調整前四半期純利益 1,437百万円

・ 減価償却費 140百万円

・ 前受収益の減少 △480百万円

・ 未払金及び未払費用の増加 136百万円

・ 仕入債務の増加 88百万円

・ 賞与引当金の減少 △88百万円

・ 法人税等の支払額 △710百万円

・ 保証金の回収 216百万円

・ 無形固定資産の取得 △197百万円

・ 配当金の支払 △413百万円

財務・キャッシュフローの状況
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◼ 2022年6月期は、安定的な配当を継続して行う方針に沿い、１株当たり12円で７期連続の増配予想
を据え置き。

◼ 2021年6月期のDOEは5.2%で、東証上場企業平均（12ケ月）の2.9％を大幅に上回る水準を達
成。

＜AVANT株主還元の考え方＞

◼ 配当は株主還元政策の重要事項の位置づけ
◼ 純資産配当率などの指標に注目することで、

毎期の業績に大きく左右されることなく、配当
金額を安定的に維持ないしは向上していくこと
を指向

◼ 純資産配当率はその値を徐々に引き上げ、東
証全上場企業の平均値を常時上回り、中長
期的には純資産配当率で上位10％を占める
企業の平均である8％を目指す

(株式分割調整後)

株主還元方針

2.75 
4.00 

6.0 

7.5 

9.0 

11.0 
12.0 

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

(予想)

（円/株）

（注）東証上場企業平均純資産配当率は6月までの12ケ月に公表した企業の月次数値を加重平均した。

2016年6月期 2017年6月期 2018年6月期 2019年6月期 2020年6月期 2021年6月期 2022年6月期

実績 実績 実績 実績 実績 実績 予想

1株当り配当金(円) 2.75 4.0 6.0 7.5 9.0 11.0 12.0

純資産配当率　当社 3.41% 4.18% 5.20% 5.27% 5.17% 5.18% -

(参考)東証上場企業平均 2.64% 2.70% 2.86% 2.93% 2.94% 2.88% -



統合報告書2021
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統合報告書2020振り返り
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◼ 冒頭の漫画やその後の「あゆみ」で、創業から現在に至るまで
の経営姿勢や経緯が詳しく説明されており、対談企画での森
川社長のコメントからも、経営理念や価値観が強く伝わってく
る。

◼ 様々な相手との対談企画では、将来の方向性や事業機会
などの示唆が散りばめられており興味深い内容になっている。
一方で、アバントを詳しく知らない読者にとっては、ビジネスモデ
ルや成長戦略などの明確な説明があまりされずに対談企画が
続くため、ヒントは多く与えられるものの、答えは教えてもらえ
ないままといった印象を受ける可能性がある。

◼ 「あゆみ」の最後に述べられている「総合力を発揮する第２の
成長フェーズへ」の中身を投資家は特に知りたいはずだが、
グループ全体や各社の戦略は以降でもあまり具体的に語られ
ていない。これら戦略や将来情報を描くことが2021年版レ
ポートの課題になるのではないか。例えばRSR （ストック売
上比率）、GPP （売上成長率＋営業利益率）などのKPI
も、各事業へのブレークダウンができると望ましい。



統合報告書2021作成方針
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グループ総合力で実現していく、これからの「経営情報の大衆化」を報告書全体を
通じて表現する

✓どのような価値を創造し、社会に貢献するのか ◀ マテリアリティの定義
✓ガバナンス改革やDXがどのように事業機会として結びつくのか ◀ ステークホルダーダイアログ
✓各社・各事業がどのような役割を担っていくのか ◀ CxO、グループ各社リーダーのプレゼン

2020

情熱の「原点」と
組織の「キャラクター」

アバントの原点

2021

「経営情報の大衆化」
第二ステージへ！

時代が要請する
アバントの新たな存在価値を

明らかにする

2022

次期中計に向けて
新たな価値を生み出す
グループ全体と各事業の

道筋を示す？



「100年企業の創造」の理念体系
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＜企業理念＞

100年企業の創造
～価値創造に全員が燃える会社

～

＜ミッション＞

＜ビジョン＞

Be Global
～世界に通用するソフトウエア会社～

当社グループメンバーは、以下の価値観を大切にします。

OPEN：開かれた精神を基礎となす。

VALUE：価値創造への情熱を育てる。

STRETCH：最善への挑戦を続ける。

当社グループは、公器としての透明性や経営観を世代を

超えて継承し、全メンバーが社会への価値提供を自由

かつ創造的に行うことに燃える結果として、100年続く企

業となることを企業理念とする。

当社グループは、「経営情報の大衆化」実現により、多くの

会社が未来に向けて持続的に企業価値を創造できる経

営情報システムを構築し、ひいては広く社会に「最善の経

営」を普及させることを企業使命とする。

当社グループは、日本における成長機会を追求しつつ、世界

水準のSaaS企業をベンチマークとして、世界に通用するソフ

トウエアカンパニーとしての地位確立を目指します。

＜企業理念＞

100年企業の創造
～価値創造に全員が燃える会社～

OPEN VALUE STRETCH

経営情報の大衆化

～経営情報を未来の地図に変えていく～

アバントグループは、「100年企業の創造」という企業理念を基盤に、「経営情報の大衆化」という創業

来のミッション実現に向け、グループメンバー一丸となって邁進しています。目指すは“Be Global”。世界に

通用するソフトウエア会社へと進化を遂げ、広く社会経済の発展に貢献します。

企業理念を支える価値観



アバントグループのミッション
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アバントグループは、創業来「経営情報の大衆化」をミッションに掲げ、ITを活用して経営情報を可視化することで、
企業経営における意思決定をサポートしてきました。また意思決定のプロセスにおいては、経営層のみならず、多く
の社員が経営情報に接することができる環境をつくることで、開かれた議論と透明性のある意思決定が行われるこ
とが大切だと考えました。これが「大衆化」の意味するところです。

一方、この数年で企業を取り巻く経営環境は大きく変化しています。企業価値の向上を目的とするガバナンス改革
やＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進、さらには企業にサステナブルな成長を求めるESG投資の台頭で
す。こうした中、企業における「経営情報」は、意思決定に重要な役割を担うだけではなく、企業価値の創造や持
続的な成長の実現に大きく関わる存在になっています。

アバントグループでは、こうした社会情勢を踏まえ、「経営情報の大衆化」というミッションをさらに進化させています。こ
れからの時代における「経営情報の大衆化」の目的は、「最善の経営」を社会的に広く普及させることです。「最善
の経営」とは、サステナブルな経営で長期的に企業価値を創造していくことに他なりません。当社グループは、経営
情報を未来の企業価値をつくる情報として有効活用できる先進の情報システムやソリューションの提供により、「経
営情報の大衆化」第二ステージに向けた躍進を目指します。

アバントグループのミッション

「経営情報の大衆化」
～経営情報を未来の地図に変えていく～



創造的対話による価値創造の説明
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昭和電工 髙橋社長様 一橋ビジネススクール 楠木教授様 みさき投信 中神社長様

ロバートソン取締役×岡部CDO 福谷取締役×永田CBO 森川グループCEO×里中CHRO

外部識者との対談

取締役とCxO対談

各社リーダーが
成長戦略を説明



環境に対する取り組みを説明
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財務・非財務情報の掲載を拡充
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質疑応答
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参考情報
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持株会社持株会社 事業会社事業会社

グループ・ガバナンス事業

デジタルトランスフォーメーション
推進事業

アウトソーシング事業

【各事業の事業価値の最大化】
◼ 各事業のお客様への貢献価値の最

大化に集中
◼ 各事業の事業計画の達成
◼ 各事業で設定した目標達成のための

ビジネスモデル転換
◼ 各事業で蓄積したナレッジを元にした

新商品の開発

【グループの企業価値の最大化】
◼ グループガバナンスの構築
◼ グループシナジーを創出する仕組みづ

くり
◼ 金融市場とのコミュニケーション
◼ 既存事業の成長での計画未達部分

に対する施策の実施
✓ 外部成長の取り込み
✓ 新規事業への投資

AVANTおよびグループ会社の役割



アバントグループの沿革
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1997 2007 2018

株式会社ディーバとして設立

ヘラクレス(現JASDAQ)へ上場

東証１部へ指定変更

連結決算義務化、J-SOX これからの10年

世界に通用する
ソフトウエア企業をつくる

BE GLOBAL

連結決算ソフトウエア
メーカーとして成長。

国内シェアNo.1を獲得

連結決算ソフトウエア
メーカーとして成長。

国内シェアNo.1を獲得

持株会社制へシフトし、
自らもグループ経営を

実践しながら成長

持株会社制へシフトし、
自らもグループ経営を

実践しながら成長

今後の日本経済を支える産
業の中心として社会に貢献し

良質な雇用を生み出す

今後の日本経済を支える産
業の中心として社会に貢献し

良質な雇用を生み出す

2013

2009

2012

2017

グループ経営の拡大

アバントグループが取り組む次の10年：BE GLOBAL



グループ・ガバナンス事業
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TOP50
社中

25社
TOP100

社中

52社

TOP200社中

97社

日本の上場企業総数
約3,800社

未上場企業総数
約115万社

※１ 2020年12月末時
※２ 富士キメラ総研「ソフトウェアビジネス新市場2021年版」連結会計ソフト＜パッケージ＞市場占有率推移

トヨタ自動車株式会社
日本電信電話株式会社
中外製薬株式会社
KDDI株式会社
ダイキン工業株式会社
株式会社デンソー
株式会社日立製作所
花王株式会社
日本ペイントホールディングス株式会社
株式会社セブン＆アイ・ホールディングス
アステラス製薬株式会社
パナソニック株式会社
富士フィルムホールディングス株式会社
株式会社クボタ
株式会社ブリジストン など

◼ 販売実績は1,100社以上※１

◼ 2021年度連結会計ソフトウエア市場シェアは43.2％※２

◼ 制度会計から予算・管理会計等、企業のガバナンス強化をサポート



デジタルトランスフォーメーション推進事業
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Amazon QuickSight／Amazon Redshift／Amazon Web Service／ASTERIA WARP／Birst／Board／BusinessSPECTRE／CCH 
Tagetik／Coracle Cloud Platform／Databricks／DataSpider Servista／Denodo／Dr.Sum／IBM InfoSphere DataStage／IBM 
Planning Analytics／IBM SPSS／IIJ GIO／IMB Cognos Analytics／Incorta Enterprise Analytics／Infor d/EPM／Informatica 
PowerCenter／Intra-mart Accel Platform／Microsoft Azure Synapse Analytics／Microsoft Power BI／Microsoft SQL Server／
MicroStrategy／MotionBoard／Oracle Analytics Cloud／Oracle Business Intelligence／Oracle Data Integrator／Oracle EPM Cloud
／Oracle Essbase／Oracle Exadata／Oracle Exalytics／Oracle Hyperion Planning／QlikView／SAP Analytics Cloud／SAP 
BusinessObjects／SAS Analytics Cloud for Planning／SAS Visual Analytics／SAS Viya／SISENSE／Snowflake／Tableau／
ThoughtSpot／Workday Adaptive Planning／Yellowfin／ZEAL CO-ODE／ZEAL DX-Leading Room／ZEUSCloud

◼ 91年創業、12年買収。30年以上ビジネス・インテリジェンスに特化
◼ 1,000社を超えるBI/DWHシステム構築実績
◼ マイクロソフト、オラクル、IBM、SAPを始め主要ベンダーと緊密に連携

主要製品

最近の導入事例

株式会社ドーム

～大規模データ統合分析基盤の構築

セロリー株式会社

～ZEUSCLOUD導入支援

株式会社トラストバンク

～統合データ分析基盤の構築

ヤマトコンタクトサービス株式会社

～顧客感情分析環境構築

双日株式会社

～データ活用・分析トレーニング

日揮ホールディングス株式会社

～データ活用・分析トレーニング

日揮ホールディングス株式会社

～データ分析基盤構築

郷商事株式会社

～在庫管理テンプレート構築

野村不動産株式会社

～予実管理システム

オーディオテクニカ

～営業支援システム構築

株式会社杏林堂薬局

～クラウド型企業データ統合サービス

株式会社大林組

～データプラットフォーム構築

三光ソフランホールディングス株式会社

～マーケティング分析環境の構築

ヤマハ発動機株式会社

～データ分析基盤構築・運用

花王グループカスタマーマーケティング
株式会社

～マーケティング分析環境の構築

クラシエ製薬株式会社

～マーケティング分析環境の構築



アウトソーシング事業
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決算業務アウトソーシング

資金管理ソリューション（TMS）

◼ 2004年DIVAのアウトソーシング事業からスタート、17年8月分社化
◼ 連結決算処理から開示書類作成等、100社を超える顧客の業務アウ

トソーシングや、グループ企業のグローバル資金管理をサポート

味の素株式会社 APAMAN株式会社 株式会社アマダ
株式会社

市進ホールディングス
株式会社IDOM

株式会社IMAGICA
GROUP

株式会社エイチ・アイ・エス 株式会社エフエム東京 川崎重工業株式会社
クオールホールディングス

株式会社
株式会社クボタ

コスモエネルギーホールディングス

株式会社

ジャパンベストレスキューシステ

ム株式会社
株式会社JERA 株式会社システムソフト 双日株式会社 大正製薬ホールディングス 株式会社ツムラ

トレンドマイクロ株式会社 日東電工株式会社 株式会社ニフコ パンチ工業株式会社
PHCホールディングス

株式会社
日立金属株式会社

株式会社日立製作所 株式会社日立物流 株式会社フコク 株式会社ベネフィット・ワン 株式会社三井住友銀行
株式会社三井住友
フィナンシャルグループ

三菱重工業株式会社 三菱地所株式会社
株式会社

吉野家ホールディングス
株式会社

リサ・パートナーズ

KDDI株式会社 株式会社神戸製鋼所 THK株式会社
東映アニメーション株式

会社
株式会社ニフコ

三井化学株式会社 株式会社UACJ



セグメント情報（21年6月期）
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セグメント 営業利益率

グループ・ガバナンス事業 23.7%

デジタルトランスフォーメーション推進事業 13.0%

アウトソーシング事業 21.1%

連結 17.2%

セグメント 前年比

グループ・ガバナンス事業 -3.8%

デジタルトランスフォーメーション推進事業 +8.4%

アウトソーシング事業 +20.2%

連結 +3.5%

グループ・ガバ

ナンス事業

48%

デジタルトランスフォー

メーション推進事業

37%

アウトソーシング事業

15%

売上高162.3億円

グループ・ガバナ

ンス事業

59%

デジタルトランス

フォーメーション推進

事業

25%

アウトソーシング事業

16%

営業利益27.9億円
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EBITDAの推移ストック売上の推移
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ROEの推移 営業利益の推移

主要KPIの推移



© 2022 AVANT CORPORATION. ALL RIGHTS RESERVED. 29

出所：Thomson Reuters

TSR

1年 3年 5年

アバント 160.1% 347.6% 1228.8%

TOPIX 127.3% 120.5% 174.7%

TOPIX情報通信 125.3% 151.1% 193.1%
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当資料に掲載されている業績見通し、その他今後の予測・戦略などに関する情報は、当資料の作成時点において、当
社が合理的に入手可能な情報に基づき、通常予測し得る範囲内で行った判断に基づくものです。しかしながら実際には、
通常予測し得ないような特別事情の発生または通常予測し得ないような結果の発生などにより、資料記載の業績見通し
とは異なる結果を生じ得るリスクを含んでおります。当社は、投資家の皆様にとって重要と考えられるような情報につい
て、その積極的な開示に努めてまいりますが、当資料記載の業績見通しのみに全面的に依拠してご判断されることはく
れぐれもお控えになられるようお願いいたします。なお、いかなる目的であれ、当資料を無断で複製または転送などを行
われないようにお願いいたします。


